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道路防災に関する技術講習会（H24.8.20）

鹿児島県危機管理局危機管理防災課

防災係 技術主査 小窪 祐樹

本 日 の 内 容

１ はじめに（危機管理局の紹介）

２ 最近の主な自然災害

３ 県の防災対策

４ 県地域防災計画の見直し４ 県地域防災計画の見直し

５ おわりに



１はじめに（危機管理局の紹介）
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※ 平成２４年４月から原子力安全対策室から原子力安全対策課に組織変更

兼危機管理局長



災害対策本部室・情報システム

危機管理防災課内の
情報システム

（災害対策本部室）

（災害対策本部会議）

２ 最近の主な自然災害

土砂災害 水 害河川の氾濫

（奄美市住用支所）

豪雨による土砂災害

（肝付町北方（小串）地区）

地震・津波

（肝付町北方（小串）地区）

自然災害

霧島山(新燃岳)の噴火

（霧島市・えびの市）火山噴火
東北地方太平洋沖地震

（岩手県宮古市）



主な被害箇所
（ピーク時）

１０月２１日～２３日

土砂災害・風水害（平成24年梅雨期）

◆全体の被害状況
○ 死者０名
○ 軽傷０名，重傷者０名
○ 全壊２棟，半壊０棟，

一部損壊７棟，
床上浸水６棟，
床下浸水１９８棟

○ 公共施設等の被害総額
約１７億円

※ 平成２４年８月１日現在の
把握分

平成24年6月23～28日の大雨による被害



平成24年6月23～28日の気象概況

【気象の状況】
6月23日から28日にかけて，梅雨前線が九州付

近に停滞し，この梅雨前線に向かって暖かく湿った
空気が流れ込み，九州南部では大気の状態が非常
に不安定となった。

（鹿児島地方気象台資料より）

【大雨の状況】
《6月23日～28日にかけての総降水量》
薩摩地方の南部や大隅地方および

屋久島地方で400ミリを超え，特に
肝付町内之浦で631.0ミリを観測した。

津代地区町道津代線

大雨による被害の状況（１）



大雨による被害の状況（２）

北方（水尻）長坪地区

大雨による被害の状況（３）

垂水地区 政府調査団視察

中川防災担当大臣を団長とする政府
調査団は，肝属郡肝付町津代地区にお
ける被災地を調査したうえで，肝付町
内之浦支所において，永野肝付町長等
から被害状況と国への要望について説
明を受けた。

【７月２２日肝付町内之浦支所】



火山噴火（噴火警報発表中の火山）

全国で、噴火警戒レベル３

（入山規制）は，鹿児島県の

桜島と霧島山（新燃岳）のみ

桜島の爆発的噴火（平成２４年５月）

５月２３日１４時５４分の昭和火口の爆発的噴火の状況（東郡元カメラによる）

噴煙は火口縁上3,500ｍまで達した。

【気象庁：火山活動解説資料】



昭和30年以降の桜島の噴火活動

１位 ９９６回（南岳 ２回、昭和火口 ９９４回）【２３年１～１２月】

２位 ８９６回（南岳 ０回、昭和火口 ８９６回）【２２年１～１２月】

３位 ６６８回（南岳 １回、昭和火口 ６６７回）【２４年１～ ８月】

平成２４年７月２４日の降灰による被害

２４日１９時１５分の南岳山頂火口の

爆発的噴火による降灰被害

【写真提供：国土交通省大隅河川国道事務所】

桜島の噴火による降灰のため，鹿児
島市黒神町（桜島口）から同市桜島横
山町（袴腰交差点）の延長約１３．３
ｋｍ区間が通行止めとなった。



霧島山（新燃岳）の爆発（平成２３年１月）
H23.1.26 16:54撮影 H23.1.26 16:57撮影

H23.1.26 17:04撮影 H23.1.26 17:06撮影

霧島山（新燃岳）の爆発による被害
１ 被害状況
(1) 人的被害 １ 名 （軽 傷：霧島市 ９２歳女性）

(2) 住家・非住家被害 な し （霧島市：窓ガラス破損等 ２１５件）

(3) 農作物の被害面積 １４７ha（曽於市３５ha，志布志市 １１２ha）

被害金額 ２１，１３７千円

※軽傷１名及び窓ガラス等の破損は，2月１日7時54分発生

→ 爆発的噴火の空振（４５８．４Pa）による

２ 県・市の体制２ 県・市の体制
(1) 県

・１月２６日 18時00分 情報連絡体制

・１月２７日 17時00分 災害警戒本部設置へ移行

・３月３１日 17時00分 災害警戒本部廃止

(2) 霧島市

・１月２６日 18時00分 災害警戒本部設置

・３月２２日 18時00分 災害警戒本部廃止

３ 通行規制状況
通行止 県道104号線新湯交差点～高千穂河原間

（平成24年７月15日 8：00解除）



新燃岳の北西地下深くのマグマだまりへの深部から
のマグマの供給は停止し，新燃岳浅部の活動も低下し
ています。しかし，現在でも火口には高温の溶岩が溜
まっており，小規模な噴火が発生する可能性は否定で
きません。 （第１２３回火山噴火予知連絡会

霧島山（新燃岳）の火山活動に関する検討結果）

霧島山（新燃岳）火山活動に関する検討結果

霧島山（新燃岳）の火山活動に関する検討結果）

平成２３年１月２６日

霧島山（新燃岳）警戒範囲の変更履歴

新燃岳から半径３ｋｍ

新燃岳から半径５ｋｍ

新燃岳から半径４ｋｍ

新燃岳から半径２ｋｍ

・H23.1.26 噴火警戒レベルを2から3に引き上げ
警戒が必要な範囲
半径2km程度(大きな噴石)
霧島市：立入禁止区域 半径2km

・H23.1.31 警戒が必要な範囲を変更
半径2km→半径3km(火砕流)
霧島市：立入禁止区域 半径3km

・H23.2.1 警戒が必要な範囲を変更
半径3km→半径4km(大きな噴石)
霧島市：立入禁止区域 半径4km

・H23.3.22 警戒が必要な範囲を変更
半径4km→半径3km(大きな噴石)
霧島市：立入禁止区域 半径3km

新湯温泉

主要道路

通行止箇所

登山道

御鉢が噴火口となった場合の立入禁止区域

新燃岳が噴火口となった場合の立入禁止区域

大幡池が噴火口となった場合の立入禁止区域

えびの高原周辺が噴火口となった場合の立入禁止区域

みやま荘

霧島ハイツ

霧島市：立入禁止区域 半径3km

・H24.6.26 警戒が必要な範囲を変更
半径3km→半径2km(大きな噴石)
霧島市：立入禁止区域 半径2km

【気象庁：火山活動解説資料】

霧島山（新燃岳）火口状況（５月）



３ 県の防災対策

〔基本理念〕

既往災害の教訓
を生かし，県民

〔基本方針〕

地域特性に則した計画的な災害
予防の実施
防災知識の普及啓発（県防災研修センター，研修会等），
防災訓練，防災点検 等

県地域防災計画の理念・方針

を生かし，県民
の生命，身体及
び財産を災害か
ら守る。

災害事象に応じた迅速で円滑な
応急対策の実施

被災者ニーズを踏まえた速やか
な災害復旧・復興の推進

情報連絡体制等，救急・救助， 等

災害復旧工事，被災者生活再建支援 等



県の各種施策の実施①
◆地域防災リーダー養成講座の実施

（Ｈ17～2３年度：３０５人）

◆地域自主防災組織設立促進協議会の設置・開催
（Ｈ21年度～Ｈ２３まで）

◆地域防災力パワーアップ応援事業
（Ｈ２４年度～）

Ｈ１７から県で養成してきた県地域防災推進

員を中心に市町村，消防等のメンバーを加えた

「地域防災推進連絡会」を立ち上げ，各関係機

関の連携を図り，また，推進員による「自主防

災組織・災害時要援護者対策支援チーム」を結

成し，集落等において，地域防災地図作成研修

会等を開催し，推進員による一層の自主防災組

織の結成・活性化支援等を行うことで，安心・

安全な地域づくりを目指す。

◆鹿児島県防災研修センターの研修・出前講座
① 災害に関する知識の習得（地震，風水害，土砂災害）
② 防災に関する知識の習得（自主防災，ＤＩＧ，防災マップ作り）
③ 応急措置に関する知識の習得（応急手当訓練，心肺蘇生法）

申し込み先電話：0995-64-5251

◆災害時要援護避難支援プランの作成支援

県の各種施策の実施②

全体計画：Ｈ18年度（1），21年度（16），22年度（30）， 23年度（35）

◆孤立化集落対策地域防災力向上支援事業
孤立可能性のある集落に衛星携帯を整備する場合の補助

◆地域防災地図作成の手引き作成・配布
（Ｈ20年度）

◆土砂災害警戒区域・特別警戒区域の指定
（1１,１７７箇所，うち特別３,598箇所） Ｈ２４．３現在



阪神・淡路大震災における市民による救助・救護活動

34.9
28 1

1.72.6
0.9

自力で

家族に

住民の救出・救助：公助の防災対策の限界

自主防災組織の必要性

住民の救出・救助には，自助・共助が必要

31.9

28.1 家族に

友人、隣人に

通行人に

救助隊に

その他

住家被害と道路閉塞
<阪神・淡路大震災>
出典：消防防災博物館阪神大震災での調査（日本火災学会）

住民自らが防災活動を行うに当たり，各自がバラ
バラに行動するのでは，その効果はあまり期待でき
ない。

住民が地域ごとに団結し，
組織的に行動することに

自主防災組織の必要性

よってその効果が最大限
に発揮できるものである。

地域住民によりその実情に応じた自主防災組織が
設けられ，日頃から災害が発生した場合を想定した
訓練を積み重ねておくことが重要である。



自主防災組織の現状

平成２４年
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※自主防組織率

・H5  ：17.0％

・H9  ：22.5％

・H21：66.9％

・H22：70.0％

・H23：73.3％

・H24：80.4％

(H24.4.1現在）

防災に関する広報・研修活動など

◆各種広報媒体

・ホームページ，県政かわら版，県政広報番組

◆県防災研修センターの設置・運営

・展示，研修，出前講座，イベント

・防災アドバイザー制度創設

◆研修会，講演会（一般県民，防災関係職員）

・シンポジウムで知事と語ろ会

～地震・津波，火山災害への備え（５月）

・自主防災組織リーダー研修会（９月） など

◆県総合防災訓練，県下一斉防災点検

・各地域振興局，支庁の管内市町村の持ち回りで

５月第４週に実施



県防災研修センターによる研修

（出前講座によるＤＩＧ風景）

（館内研修）

県総合防災訓練

（ホバークラフトによる孤立住民救助訓練）

（合同救出・救護訓練）

平成２４年５月２６日（土）

垂水市（垂水中央運動公園等）

６１団体 １，５００人が参加



県下一斉防災点検
霧島市橋口地区（山地災害危険箇所）

霧島市国分重久地区（道路災害復旧工事）

県民防災週間（５月第４週）を中心に，
県地域振興局・支庁で実施

※ 最新の知見・災害の教訓を取り入れ最新のものに更新

一 般 災 害 対 策 編鹿
資児

島
料県 地震・津波対策編

地

４ 県地域防災計画の見直し

地
編域

火 山 災 害 対 策 編防
災
計

資料編画 原子力災害対策編

鹿児島県域の災害に関する基本計画◆
国の防災基本計画に基づいて作成◆
指定地方行政機関が作成する防災業務計画との緊密な連携◆
市町村地域防災計画の指針◆



県地域防災計画の見直しの考え方

平成23年３月11日に発生した東日本大震災は，それまで国などが予測，
想定した規模をはるかに超えた大きさで，被害も甚大であり，防災対策の
あり方を大きく見直すことが求められた。

(1) 見直しの趣旨

鹿児島県では，

・ 東日本大震災による被害状況等
・ 平成22年10月の奄美豪雨災害
・ 平成23年１月からの新燃岳の火山災害等 を踏まえ，

地震・津波災害などの自然災害や原子力災害等の防災対策の強化を図る
観点から，今後の本県の防災対策を推進するため，鹿児島県地域防災計画
の見直しに取り組む。

(2) 見直しの手順

平成23年度

○ 国の防災基本計画の全面的な見直しには，相当の時間を要する見込。

○ 本来，県の地域防災計画は，国や自治体，住民などがとるべき対策を示した
国の防災基本計画の改定を受けて見直すもの。

○ 鹿児島県は 国の防災基本計画見直しを待つことなく見直しに取り組むこと

平成24年度

○ 鹿児島県は，国の防災基本計画見直しを待つことなく見直しに取り組むこと
とし，平成23年５月「県地域防災計画見直し検討委員会」，同年10月「県地域
防災計画検討有識者会議」を設置。

○ 国の中央防災会議の報告や有識者からの意見等を踏まえながら課題と対
応等を検討。

○ 計画の前提となる災害想定の変更や国の防災基本計画の更なる見直しが
なされた場合，国の新たな方針が示された場合は，改めてその内容を県地域
防災計画に反映させる。



現在想定されている５個の地震（うち３個は，地震により津波の発生を想定）に対する対策
の再検討が必要であること，及び現在の想定を超えるものが発生するおそれがあることから，
次のような事象を考慮する。
ア 被害の広域化 イ 市町村機能及び防災拠点施設 避難施設の機能喪失 低下

(3) 見直しの基本的な考え方

① 一般災害対策編

② 震災対策編

現在の想定は，平成５年８月の鹿児島豪雨となっているが，平成22年10月の奄美豪雨災
害の気象概況を想定するとともに，同災害の際に指摘された課題について検証・分析等を行
い，平成23年３月に取りまとめられた「奄美大島情報通信体制等検証報告書」の提言内容を
踏まえる。

ア 被害の広域化， イ 市町村機能及び防災拠点施設，避難施設の機能喪失・低下
ウ 避難生活の長期化， エ 災害対応の長期化， オ 広範囲に及ぶ情報通信機能の喪失

③ 火山災害対策編

④ 原子力災害対策編

平成23年１月に活動が活性化した新燃岳の噴火災害（空振による建物被害，噴石飛散に
よる被害，積もった降灰による土石流被害等）の教訓を踏まえる。

「原子力安全に関するIAEA閣僚会議に対する日本国政府の報告書」による次のような「現
在までに得られた事故の教訓」を踏まえる。
ア 自然災害と原子力災害の複合災害， イ 事故の長期化・深刻化， ウ 広域避難

※ 一般災害対策編は，各編の総論であり，各編に記載のないものは一般災害対策編を準用。
※ 震災対策編は，地震・津波災害対策編に編名を変更。

◆ 災害はいつでも，どこでも起こりうる

◆ 災害は忘れた頃にやってくる

５ おわりに

「自らの身の安全は自ら守る」

「自分たちの地域は自分たちで守る」

という意識を持って，万一に備えて

いただくことが極めて大事

自 助

共 助

公 助

連携・協働


